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おわりに

はじめに

わが国では､ ｢議会制民主政治の下における

政党その他の政治団体の機能の重要性及び公職

の候補者の責務の重要性にかんがみ､ 政治団体

及び公職の候補者により行われる政治活動が国

民の不断の監視と批判の下に行われるようにす

る｣ (政治資金規正法第１条) ことを目的に､ こ

れまでにも政治資金制度が整備されてきたが､

しばしば制度の不備が指摘されるなど､ これに

ついての議論は､ 未だ尽くされていない｡

ところで､ 最近の議論では ｢透明性の強化｣

が改革の柱として注目されている｡ たとえば､

経済人や学者らでつくる ｢新しい日本をつくる

国民会議｣ (21世紀臨調) は､ 平成14年４月26

日に公表した ｢政治倫理の確立と政治腐敗防止

に関する緊急提言｣(１) のなかで､ 政治に対する

国民の信頼を回復するための当面の制度改正事

項として､ 政治資金に関する情報のインターネッ

トを通じた公開を挙げている｡

｢透明性の強化｣ に対する関心は国政の場で

も高く､ 平成14年５月９日､ 民主､ 自由､ 共産､

社民の野党４党が衆議院に提出した ｢政治資金

規正法等の一部を改正する法律案｣(２) は､ 政治

資金規正法に基づいて提出される政治資金に関

する収支報告書､ 公職選挙法に基づいて提出さ

れる選挙運動費用に関する収支報告書､ 政党助

成法に基づいて提出される報告書類に記載され

た事項を､ インターネットを通じて一般の閲覧

に供しなければならない旨を規定している｡ ま

た､ 自民党が設置した ｢政治資金に関する有識

者との懇談会｣ が平成14年７月17日に取りまと

めた提言(３) は､ 中央分と地方分を一括した政

治資金の総額公開に向け､ 国会議員にインター

ネット上での情報公開を義務付ける旨を盛り込

んでいる｡

しかし､ 政治資金に関する情報をインターネッ

トを通じて公開するためには､ いかなる情報を

対象とするのか､ 提出された報告書をどのよう
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な手続で処理し､ どのような形態で公開するの

か､ 公開事務はどこが所管するのか､ 等々議論

すべき点は少なくない｡

インターネットを通じた政治資金の情報公開

については､ アメリカが先進的である｡ 本稿で

は､ わが国における政治資金の情報公開に関する

今後の議論に資するため､ アメリカの選挙運動

資金に関する情報公開制度と､ これを所管する

連邦選挙委員会 (Federal Election Commission.

以下 ｢FEC｣ という｡) を紹介したい｡

なお､ 以下では適宜法令を参照するが､ アメ

リカ合衆国法典第２編 (2002年10月現在) をＬ

と､ 連邦規則集第11編 (2003年１月現在) をＲ

と略記し､ たとえば､ アメリカ合衆国法典第２

編第441a条第ｂ項は､ L441a(b)と表記するこ

ととする｡

注� この提言の全文は､ 財団法人・社会生産性本部

のウェブサイト<http://www.jpc-sed.or.jp/teige

n/index.html>､ 同会議主査を務める曽根泰教・

慶応義塾大学教授のウェブサイト <http://www.

pac.sfc.keio.ac.jp/sone-lab/data/21rincho-13.PD

F> に掲載されている｡ (いずれも､ last access :

2003.3.1)

� 第154回国会衆法第17号

� この提言の概要は､ ｢2002 政局スコープ 公共

事業受注企業 自民の献金制限｣ 『東京新聞』 2002.

7.18. p.2などに掲載されている｡

Ⅰ 連邦選挙運動法の概要

１ 連邦選挙運動法の制定とその後の改正

現在の連邦選挙運動法 (Federal Election Cam-

paign Act) は､ 1971年に成立した連邦選挙運

動法(１) が基礎になっている｡ これは､ 従前の

選挙運動資金制度を根幹から変更するもので､

①選挙運動資金に関する情報公開の大幅な強化､

②広告への支出や候補者とその家族が自己資金

から行う支出に対する制限 (ただし､ これらの支

出制限はのちに違憲と評価されて廃止されている｡)､

③政治活動委員会 (Political Action Committee.

いわゆる ｢PAC｣)(２)に対する法的枠組みの付与

を主な内容とする(３)｡

1974年に行われた改正(４) には､ 1972年に発

覚したウォーターゲート事件が大きく影響して

いる｡ この事件は､ それまでの選挙運動資金に

対する規制は効果が上がっていないこと､ また､

これを実効性あるものとするためには､ 従来連

邦議会上下両院と会計検査院の三者に分離され

ていた連邦選挙運動法の執行機能を統合した独

立機関を設置する必要があることを広く認識さ

せた｡ こうした状況を背景に､ 1974年改正では､

連邦選挙運動法の執行を担う FECの創設のほ

か､ 候補者や政治委員会 (｢政治委員会｣ につい

ては､ Ⅰ２で詳述｡) が受領する寄付と支出に対

する規制強化や大統領選挙候補者への公的助成

制度の整備､ 連邦政府との契約者に課されてい

た寄付制限の事実上の緩和などが行われた(５)｡

この1974年改正によって､ 連邦選挙運動法は

一応の完成をみたと評価されている｡ この当時

の連邦選挙運動法は､ ①選挙運動費用の調達に

対する制限､ ②選挙運動資金の支出に対する制

限､ ③選挙運動費用の公的助成という３つの手

法によって､ 選挙運動費用の高騰の抑制を企図

していた｡ つまり､ 選挙過程における資金の需

要を抑制する一方で､ 選挙過程に過剰な資金が

流入することを防止し､ 一定の条件で公的助成

を行うことで､ 収入面と支出面の両面から費用

の抑制を目指したのである｡ そして､ 選挙運動

資金の情報公開と､ 連邦選挙運動法の執行を目

的とした強力な独立機関である FECの設置に

よって､ 規制の実効性を確保しようとしたので

ある(６)｡

しかし､ このような連邦選挙運動法の立法趣

旨は､ その後の法改正や違憲判決によって変更

を余儀なくされる｡

まず､ 1976年に行われた改正(７) は､ 1976年

のバックリー対バレオ事件連邦最高裁判決 (以

下､ ｢1976年判決｣ という｡)(８) で違憲とされた部

分の修正が主な目的であった｡ この判決で連邦
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最高裁は､ 寄付の制限､ 選挙運動資金に関する

収支等の公開､ 大統領選挙候補者に対する公的

助成とその助成を受けた候補者への支出制限等

を合憲とする一方､ 公的助成を受けた候補者以

外の者や政治委員会等に対する支出制限は合衆

国憲法修正一条に､ また､ 行政権を行使する

FEC委員６名のうち４名を連邦議会が選出す

ることは三権分立原則に各々違反しており､ い

ずれも違憲無効であると判断した｡ この判決を

受け､ 前者については支出制限を撤廃する改正

が､ 後者については､ 上院の助言と承認に基づ

いて大統領が全委員を任命する改正が各々行わ

れている｡

次いで行われた1979年の改正(９) は､ 報告義

務の簡素化が主な目的であった｡ これは､ 1976

年と1978年の選挙において､ 選挙運動に関わる

報告義務が過重だと認識するに至った候補者や

政党が､ これを軽減すべきだと強く要望して実

現したものであった｡ この改正では､ 州や地方

レベルの政党活動を強化する目的と称して､ 寄

付の制限が緩和されるなどの措置も合わせて行

われた(10)｡

直近に行われた2002年の改正(11) は､ 大幅な

規制強化を実現した｡ すなわち､ 寄付に対する

規制を強化する (ただし､ 個人が候補者に対して

行う寄付の制限額引き上げなど一部については緩和)

とともに､ 選挙運動に関する支出の一部制限

を目的として､ 候補者・政党委員会のソフトマ

ネー(12) に関する規制､ 選挙広告に関する規制､

独立支出・調整支出に関する規制強化､ 違反行

為に対する罰則の強化､ 報告書類の公開強化な

どが盛り込まれたのである｡ この改正が実現し

た背景には､ メディアを駆使した選挙運動が多

用されることなどによって選挙運動費用が高騰

し､ それを支弁するために高額の寄付が集めら

れてきたことがある｡ こうした状況の下､ 高額

の寄付を行う特定の団体や企業､ 個人とそれを

受領する候補者との不透明な関係がしばしば指

摘され､ 問題視されてきたところであった｡ 実

際に､ 2001年12月に破たんしたエンロン社から

政権中枢に多額の資金が提供されていた疑惑に

よって､ 選挙運動資金の規制強化を求める世論

が強まり､ これを契機にこの法改正が実現した

と言われている｡ なお､ この改正法に対しては

複数の訴訟が提起され､ 2003年３月現在係争中

である(13)｡ ところで､ この改正法は "Biparti-

san Campaign Reform Act of 2002" (2002

年超党派選挙運動改革法) と称されるが､ 以下で

は ｢2002年改正法｣ と略記する｡

このような改正を経た連邦選挙運動法は､ 特

に1976年判決によって支出への規制が大幅に後

退させられ､ 当初の制度設計趣旨から大きく逸

脱することとなった｡ しかしながら､ 連邦選挙

運動法は､ 大統領選挙運動に関する公的助成を

定める大統領選挙運動基金法 (Presidential

Election Campaign Fund Act)(14)､ 大統領予備

選挙補助支払会計法 (Presidential Primary

Matching Payment Account Act)(15) とともに､

現在のアメリカにおける選挙運動資金制度の骨

格を形成している｡

２ 連邦選挙運動法の選挙運動資金に対する規

制方法

連邦選挙運動法は､ 言うまでもなく連邦選挙

の選挙運動に関する資金を規制する法律である

が､ その規制対象については､ わが国の法制度

と比較したとき､ 以下の２つの点に注意を要す

る｡

第一は､ この法律が ｢連邦選挙｣ を対象にし

ている点である｡ 連邦選挙運動法は､ 大統領・

副大統領選挙､ 連邦議会選挙､ それらの予備選

挙などを対象としているが､ 州知事や州議会議

員選挙あるいは市・郡レベルの選挙などの非連

邦選挙は対象としていない｡ 後者は､ 原則とし

て各州が州法によって､ また場合によっては市

や郡が独自の立法によって規制している(16)｡

これは､ わが国の公職選挙法が､ 選挙運動費用

について国政レベルと地方自治体レベルを問わ

ず包括的に規制しているのと対照的である｡

第二は､ この法律が ｢選挙運動｣ を対象にし
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ている点である｡ 連邦選挙運動法は､ ｢選挙過

程に直接影響を与える活動｣ を規制の対象とし

ているが､ この ｢直接影響を与える｣ の意義は

きわめて限定的に理解されており､ 政党組織の

運営や強化､ 有権者登録や投票の推進運動､ 争

点主張運動 (Issue Advocacy) など､ 選挙過程

に ｢直接影響を与える｣ 活動に該当しないもの

は規制対象とされない(17)｡ これは､ わが国の

政治資金規正法が､ 政党､ その他の政治団体､

政治家が行う一般的な政治活動に関する資金を

対象とし､ 公職選挙法と相まって広範な規制を

行っているのと対照的である｡

このように､ 連邦選挙運動法が規制の対象と

している範囲はきわめて限定されており､ した

がってアメリカにおいて選挙運動資金規制に関

する制度改革が論じられる場合､ ｢実質的に｣

選挙過程に影響を与えているにもかかわらず､

規制の対象外となる活動をいかに適正化してい

くかが主要な論点になるのである｡

さて､ このような射程を持つ連邦選挙運動法

が､ 選挙運動資金に対して規制を行うに当たっ

ての基本的枠組みは､ 連邦選挙に対して一定の

影響を与える委員会､ 協会､ その他の団体等を

｢政治委員会 (political committee)｣ とみなし､

これが行う選挙運動について一定の報告義務を

課し､ また､ 寄付・支出に対して一定の制限を

課するというものである｡

｢政治委員会｣ とは､ 以下の①から③のいず

れかの要件を満たす団体等をいう [L431(4)]｡

すなわち､ ①委員会､ 協会､ その他の団体で､

連邦選挙に関し､ 暦年中に1,000ドルを超える

寄付を受領し､ または､ 1,000ドルを超える支

出を行うもの､ ②企業や労働組合等が､ 連邦選

挙に関する個人献金を受領し､ 選挙運動に関す

る支出をする目的で､ 自己の会計から分離して

設立した独立分離基金 (separate segregated

fund)､ ③政党の地方委員会であって､ 暦年中

に､ [1]連邦選挙に関する5,000ドルを超える寄

付を受領する､ [2]連邦選挙運動法上の ｢寄付｣､

｢支出｣ の定義には該当しないが､ 連邦選挙に

影響を与える活動に5,000ドル以上を支出する､

[3]連邦選挙に関して1,000ドルを超える寄付を

行う､ [4]連邦選挙に関して1,000ドルを超える

支出をする､ のいずれかの要件に該当するもの

である(18)｡

連邦選挙運動法は､ このような ｢政治委員会｣

の枠組みを中心としながら､ 以下のように選挙

運動の主体とそれらの活動を規定している｡ ま

ず､ 選挙運動の主体を､ ①候補者(19) またはそ

の授権委員会 (authorized committee)､ ②候補

者に対して寄付を行う､ または､ 候補者の当選

を目的とする選挙運動をその候補者と連携して

行う政治委員会､ 個人､ 政治委員会に該当しな

い団体等 (以下､ ｢団体等｣ という｡)､ ③候補者

と連携することなく独立して､ ある候補者の当

選 (または落選) を目的とした選挙運動を行う

政治委員会､ 個人､ 団体等の三者に整理する｡

そして､ これら三者の活動を､ ①と②の間でや

り取りされる寄付､ ①や②が行う選挙運動､ ③

が行う選挙運動に整理する (ただし､ これは機

能的に整理したもので､ ②､ ③は実際には同一の政

治委員会､ 個人､ 団体等が行うことができる｡)｡

連邦選挙運動法は､ このように選挙運動の主体

とそれらの活動を整理した上で､ 主体間の相互

作用に対して規制を行い､ 各主体に報告義務を

課している｡

各主体が行いうる活動と義務付けられる報告

を､ 主体ごとにまとめると以下のとおりである｡

○候補者またはその授権委員会

候補者本人は､ 自らの名義で寄付の受領や選

挙運動に関する支出などの選挙運動資金の管理

を行わず､ 政治委員会のうちから候補者が一つ

だけ指定する ｢主たる選挙運動委員会 (princi-

pal campaign committee)｣ がこれを行う [L431

(5)]｡ また､ 候補者は､ 主たる選挙運動委員会

の他に政治委員会を指定し､ それらに寄付の受

領や選挙運動に関する支出を行わせることがで

きる (この指定は､ 複数の政治委員会に対して行

うことができる｡)｡ 主たる選挙運動委員会とこ

の別に指定した政治委員会は ｢授権委員会｣ と
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呼ばれる [L431(6)]｡ ある公職に立候補する

者に関するすべての授権委員会は ｢関連委員会

(affiliated committee)｣ とみなされ [R100.5(g)

(1)]､ 受領できる寄付などは関連委員会全体で

一つの制限枠に服する [Ｒ100.5(g)(3)](20)｡

すなわち､ 候補者の選挙運動資金の管理に関

する限り､ 選挙運動の便宜のため､ いわば主た

る選挙運動委員会の手足として複数の政治委員

会に寄付の受領や支出をさせることができるが､

全体として主たる選挙運動委員会にその選挙運

動資金に関する管理責任を集中させる仕組みを

採用していると言える｡

○候補者に対して寄付を行う､ または､ 候補者

の当選を目的とする選挙運動をその候補者と

連携して行う政治委員会､ 個人､ 団体等

政治委員会の他､ 個人や団体等は､ 政治委員

会に対して寄付を行うことができるとともに､

候補者と連携して選挙運動を行うことができる｡

一般に､ 後者は ｢協調支出 (coordinated expen-

diture)｣ と呼ばれ､ 原則として現物 (in-kind)

の寄付とみなされ (L431(8)(A)(�)を参照｡)､

金銭による寄付とともに連邦選挙運動法に定め

る上限に服する (L441aを参照｡)｡

個人や団体等には､ 寄付と協調支出に関する

報告義務はなく､ 専らそれらの便益を受ける政

治委員会によって報告される｡ 一方､ 政治委員

会は､ その寄付や協調支出によって便益を受け

る政治委員会とともに､ それらに関する報告義

務を負う(21)｡

すなわち､ この点に関する限り､ 個人または

団体等の活動は､ それによって便益を受ける政

治委員会からの報告で把握し､ 政治委員会の活

動は､ その便益の提供側と受領側からの報告で

把握する仕組みを採用していると言える｡

なお､ 企業､ 労働組合等は､ 選挙運動に関し

て寄付や支出を行うことはできない [L441b(a)]

が､ これらは政治委員会の一種である独立分離

基金を設立することができる [L441b(b)]｡ ま

た､ その基金の運営費用や､ 企業､ 労働組合等

の構成員 (たとえば､ 企業の場合は株主や管理職

者またはそれらの家族､ 労働組合の場合は組合員や

その家族など) に対する通信､ 連絡､ 寄付の招

請などの費用は､ 設立母体の企業や労働組合等

が負担することができ [L441b(b)(2), R114.3

(a)]､ 原則としてこの費用に制限や報告義務

はない [R114.5(e)] (ただし､ ある候補者の当選

または落選を明確に主張している通信等については､

その費用が2000ドルを超える場合､ それを行った独

立分離基金の報告書に記載しなくてはならない [R

114.5(e)(2)(�)]｡)｡

一方､ 独立分離基金が行う寄付や選挙運動に

関する支出は､ 連邦選挙運動法の規制に服する

資金によって賄われなくてはならず､ 設立母体

の資金から支出することはできない [L441b参

照]｡ また､ 同一の企業または労働組合等が設

立､ 資金拠出､ 維持している独立分離基金が複

数存在する場合､ それらは ｢関連委員会 (affili-

ated committee)｣ とみなされ [R100.5(g)(2)]､

寄付の制限については､ 全体で一つの委員会と

みなされることは､ 授権委員会と同じである｡

○候補者と連携することなく独立してその候補

者の当選 (または落選) を目的とする選挙運

動を行う個人､ 団体等または政治委員会

個人､ 団体等または政治委員会は､ いずれの

候補者とも連携せず､ 独立して特定の候補者の

当選または落選を目的とした選挙運動をするこ

とができ､ このためにする支出を ｢独立支出

(independent expenditure)｣ という [L431(17)]｡

ただし､ この支出は連邦選挙運動法の規制に服

する資金で賄われる必要があり､ たとえば独立

支出に供する寄付は､ 連邦選挙運動法が定める

寄付の上限などを遵守したものである必要があ

る (なお､ 2002年改正法で ｢独立支出｣ の定義が変

更されたことについてはⅡ２(2)で詳述｡)｡

独立支出を行った場合､ 政治委員会はもとよ

り､ 個人や団体等にも一定の報告義務が生ずる｡

これは､ 政治委員会を基礎単位として規制を行

う連邦選挙運動法が､ 独立支出に関する限り､

個人や団体等は､ いずれの政治委員会とも関係

することなく選挙過程に直接影響を与える活動
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を行うために､ 例外的に個人や団体等に対して

報告義務を課したものと考えることができる｡

また､ 以上の枠組みでは表現されないが､ 政

党の全国委員会と州委員会の間で行われる資金

の移転 (transfer) が､ 選挙運動資金の動向を

把握する上で重要である(22)｡

連邦選挙運動法が定める選挙運動に関する制

限には､ 上記のほか､ 大統領選挙に関する公的

助成を受領した者に対する支出制限と報告義務

があるが､ 選挙運動資金の収支報告に関する限

り､ 政治委員会として行う報告内容と重複する

ので､ ここでは省略する(23)｡

注� Pub.L.92-225 Feb.7.1972 86 Stat.3. この法律

の解説と和訳として､ 中村泰男 ｢1971年連邦選挙

運動法｣ 『外国の立法』 61号, 1972.9, pp.276-297.

を参照｡

� 連邦選挙運動法に PACの定義はないが､ ｢独立

分離基金 (separate segregated fund)｣ という

概念を設けることで､ 企業や労働組合が PACを

設立する法的枠組みを与えている [L431(4)(B)､

441b(b)]｡ 政治委員会は､ ①授権委員会､ ②政党

委員会､ ③独立分離基金､ ④①から③に該当しな

い政治委員会 (unconnected committee) [R106.

6(a)] に分類されるが､ FECは､ ③と④に該当す

る政治委員会を PACとしている (なお､ 政治委

員会について､ Ⅰ２を参照｡)｡ また､ 連邦選挙運

動法は､ ①設立から６ヶ月以上を経過､ ②50人以

上から連邦選挙に関する寄付を受領､ ③５人以上

の連邦選挙候補者に対して寄付､ の３つの条件に

該当する政治委員会 (ただし､ 州政党組織を除く｡)

を ｢多数候補者委員会 (multi-candidate political

committee)｣ とし､ 授権委員会に対して行う寄付

の上限額をその他の政治委員会より優遇している

[L441a(a)(4)] が､ 多数の PACはこれに該当す

るため､ この規定の恩恵を受けている｡ なお､ PAC

については､ 岩田啓 ｢アメリカ政治システムにお

ける政治活動委員会の役割｣ 『レファレンス』 541

号, 1996.2, pp.9-35. などが詳しい｡

� 1971年までに行われた諸改革については､ 大曲

薫 ｢アメリカにおける政治資金規制改革の展開｣

『レファレンス』 494号, 1992.3, pp.57-85. を参照｡

� Pub.L.93-443 Oct.15, 1974 88 Stat. 1272. な

お､ この法律の解説と和訳として､ 政治行政調査

室・政治行政課 ｢連邦選挙運動法｣ 『レファレンス』

290-292号, 1975.3～5. を参照｡

� ただし､ FEC 創設当初から連邦議会は､ FEC

の権限が強化され､ あるいは効率的に運営される

ことを嫌い､ 法改正や委員の推薦､ 予算の承認な

どを通じてそれらを妨げてきたという｡ これにつ

いて､ Thomas E.Mann, "The FEC administer-

ing and Enforcing Campaign Finance Law",

Anthony Corrado, et.al.(ed.) , Campaign Fi-

nance Reform：A Sourcebook, (Washington：

Brookings Institution Press, 1997), 277-280.

を参照｡

� Anthony Corrado, Campaign Finance Reform,

(New York：The Century Foundation Press,

2000), 9-10.

� Pub.L.94-1283 May.11, 1976 90 Stat.475. な

お､ この法律の解説と和訳として､ 中村泰男 ｢ア

メリカの連邦選挙運動法一九七六年改正法｣ 『レファ

レンス』 310号, 1976.11, pp.43-80.

� Buckley v. Valeo, 424 U.S.1 (1976). この判

決の概要と解説として､ たとえば､ 大沢秀介 ｢選

挙運動の自由｣ 憲法訴訟研究会､ 芦部信喜 (編)

『アメリカ憲法判例』 有斐閣, 1998, pp.2-9.

	 Pub.L.96-187 Jan.8, 1980 93 Stat.1339.


 この法律の概要は､ Corrado,et.al.(ed.) Op. cit.

59-60. また､ 落合俊行 『アメリカ政党の憲法学的

研究』 法律文化社, 1996, pp.162-164 を参照｡

� Pub. L. 107-155 Mar. 27, 2002. 116 Stat. 81.

� ソフトマネーとは､ 広義では ｢連邦選挙運動法

の規制外の資金｣ を指すが､ 狭義では､ 政党の全

国委員会が行う一般的な活動のために､ 特に政党

の州または地方委員会から集められた資金のこと

を指す｡ これらについて､ Corrado Op. cit. 22-

23. を参照｡ また､ 連邦選挙運動法の規制外の資

金の実際については､ 吉原欽一編著 『現代アメリ

カ政治の政治権力構造』 日本評論社 2000, pp.130-

167 が詳しい｡
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� 中川かおり ｢2002年超党派選挙運動改革法｣ 『外

国の立法』 213号, 2002.8, pp.165-171.

� Pub.L.92-178, Title Ⅷ, §801, Dec.10, 1971,

85 Stat.563.

� Pub.L.93-443, Title Ⅳ, §408(c), Oct.15, 1974,

88 Stat.1297.

� 多数の州が連邦選挙運動法よりも緩やかな規制

をするにとどまっている｡ たとえば､ 労働組合や

企業が行う選挙運動に関する寄付は､ 連邦選挙運

動法では禁止されているが､ カリフォルニア州で

は制限付きながら認められており､ ニューメキシコ

州では一切制限がない｡ Edward D.Feigenbaum,

et.al., Campaign Finance Law 2000, (Washing-

ton：Federal Election Commission, 2000) を参

照｡ なお､ 外国からの寄付禁止など､ 連邦選挙運

動法が州以下のレベルの選挙運動についても規制

している事項 [L441e(a), R110.4(a)(1)など] も

ある｡

� Corrado Op. cit. 22-25. なお､ 2002年改正法

は､ ｢選挙運動｣ には該当しないが､ 選挙過程に一

定の影響を与えている活動に対して規制を加える

ことを企図している｡ これについて､ たとえば L

431 (20), L441i を参照｡

� なお､ 連邦選挙運動法は､ ｢政党｣ を､ 連邦公職

の選挙について候補者を指名し､ その選挙の候補

者名簿に､ その候補者の氏名がその組織の候補者

であると記載される委員会､ 協会等と定義し [L

431(16)]､ 政党組織については､ その政党の日常

活動を規約にしたがって行う全国組織を全国委員

会 (national committee) [L431(14)]､ 州組織を

州委員会 (state committee) [L431(15)] と定義

し､ さらに規則が､ 州委員会の監督下で､ 市や郡､

地区など州より下位の組織を地方委員会 (subor-

dinate committee of a state committee) [R100.

14(b)] と定義している｡

� 候補者とは､ 連邦公職への当選又はそれへの立

候補の指名を求める個人であって､ その者又はそ

の代理人が総額5,000ドルを超える寄付を受領する

又は支出を行った者をいう [L431(2)]｡ なお､ 候

補者の要件に該当した場合の届出については､ Ⅱ

１(2)で詳述｡

� 立候補する公職が違う場合､ それぞれの公職に

ついて主たる選挙委員会を指定する｡ たとえば､

上院議員と副大統領に立候補する場合は､ それぞ

れ別の政治委員会を指定しなくてはならない｡

	 政党委員会が本選挙に関して行う協調支出は､

通常の寄付とは別に総額制限が設けられており

[L441a(d)]､ 優遇されている｡ なお､ この政党委

員会が行う協調支出に関しては､ これを行う政党

委員会のみに報告義務があり [L434(b)(4)(H)

(
)]､ その便益を受ける候補者の授権委員会に報

告義務はない｡ この政党委員会に課される協調支

出の総額制限について､ 連邦最高裁は､ 2001年６

月25日の判決で合憲の判断を下している｡ これに

ついて､ Jim Wilson, "Court Case FEC v. Col-

orado Republican Federal Campaign Commit-

tee (Colorado Ⅱ)." Record (2001.8), 1-3. など

を参照｡

� この資金移転には､ 金額の制限はない [L441a

(a)(4)]｡

� 大統領選挙に関する支出制限については､ L441

a(b) が定めている｡

Ⅱ 選挙運動資金に関する報告義務

連邦選挙運動法は､ 政治委員会に対して､ そ

の設立から､ 活動､ 解散に至るすべての局面で

選挙運動資金に関する報告を求め､ その活動の

全体像を把握することに努めている｡ これに加

え､ 選挙過程に対して直接影響を与える活動を

行う個人や団体等に対しても一定の報告を求め､

選挙運動資金の動向を把握するために必要な情

報の補完を図っている｡ 以下では､ これらの報

告義務について詳述するが､ まず､ 連邦選挙運

動法が提出を義務付けている指定書 (designa-

tion)､ 届出書 (statement)､ 通知書 (notifica-

tion) や報告書 (report) (以下､ ｢報告書類｣ と

いう｡) の提出先について言及しておく｡

報告書類の提出先は､ 上院議員候補者の主た
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る選挙運動委員会と各政党の上院選挙委員会は

上院事務総長であり､ その他の政治委員会､ 個

人や団体等は､ 原則として FECである [L432

(g)(1), (3)]｡ ただし､ 後者のうち､ 上院議

員候補者のみの当選または落選を目的として活

動する政治委員会は､ 上院事務総長を提出先と

する [R105.2]｡

ところで､ 報告書類が上院事務総長へ提出さ

れた場合､ 上院事務総長は､ ２開庁日以内にマ

イクロフィルムまたはコピーの形態でその写し

を FECへ転送し､ その後､ 先に転送しなかっ

た形態での写しを FECに転送する｡ この結果､

上院事務総長から FECに対して､ マイクロフィ

ルムとコピーの形態での写しが転送される [R

105.5]｡

なお､ 主たる選挙運動委員会以外の授権委員

会は､ FECや上院事務総長を報告書類の提出

先とせず､ 主たる選挙運動委員会にこれらを送

付する｡ これらを受領した主たる選挙運動委員

会は､ それが登録または登録事項の変更の場合

にはその写しを､ それが選挙運動費用に関する

報告書の場合にはその内容を盛り込んだ自らの

報告書を､ 上記提出先に提出する [L432(f),

R102.1(b), R104.3(f)]｡

また､ 報告義務者は､ 立候補する選挙区のあ

る州の州務長官等に対して報告書類の写しを送

付することになっている [L439(a)] が､ 現在､

この送付を免除する措置が進められている [L

439(c)] (詳細についてはⅢ２(1)(c)を参照｡)｡

１ 政治委員会の設立と授権委員会の指定

○政治委員会の要件を満たす委員会､ 協会､ そ

の他の団体

政治委員会の要件を満たす委員会､ 協会､ そ

の他の団体は､ 10日以内に､ 名称 (制限あり(１))､

所在地､ 会計責任者 (treasurer) の氏名・住所､

記録保管者 (custodian of records) に相当する

役職名とその役職者の氏名・住所､ 選挙運動資

金を管理する金融機関の一覧などを記載した届

出書を提出する [L433(a), L433(b)]｡

なお､ 金融機関や口座は複数を指定できるが､

少なくとも各々一つを指定しなくてはならない

[R103.2]｡

また､ この届出があったとき､ FECは ｢委

員会識別番号(committee identification number)｣

をその政治委員会に付与し､ 通知する [R102.

2(c)]｡ この番号は､ それ以後､ その政治委員

会が FECに提出する報告書類に記入しなくて

はならない [R102.2(c)] ほか､ FECが管理す

る選挙運動資金に関する情報の効率的な検索を

可能とする索引となる｡

○授権委員会､ 主たる選挙運動委員会

授権委員会は､ 候補者による指定後10日以内

にその旨を記載した届出書を提出する [L433

(a)]｡

このうち､ 主たる選挙運動委員会以外の授権

委員会として指定された場合は､ 指名した候補

者の氏名､ 候補者の所属政党､ 立候補する公職

の種類 (可能ならば､ 立候補を予定している州及

び選挙区) を記載した届出書を､ 主たる選挙運

動委員会に提出する｡ [L432(b),(f), R102.2

(a)(1)(v)]｡

一方､ 主たる選挙運動委員会として指定され

た場合は､ これと同様の届出を行うほか､ その

候補者が指定した授権委員会がある場合は､ そ

れらの名称・所在地をあわせて届け出る [L432

(b), R102.2(b)(1)(i)]｡

なお､ 候補者が授権委員会を指定した場合､

候補者も FECに届出を行う｡ すなわち､ ある

者が L431(2)に定める要件を満たし､ 連邦公職

の候補者となった場合､ 候補者となった日から

15日以内に主たる選挙運動委員会を指定し､ そ

の旨を記載した届出を行う｡ また､ 主たる選挙

運動委員会以外の授権委員会を指定する場合は､

候補者が主たる選挙運動委員会に対して､ その

旨の届出を行う [L432(e)(1)]｡

以上に加え､ 2002年改正法は､ 連邦議会議員

選挙に関し､ 同一選挙について同一選挙区で立

候補している候補者間の選挙運動資金格差を縮

小する目的で､ 新たに規制と報告義務を設けて
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いる｡ すなわち､ 各選挙区ごとに基準額を設定

し [L441a(i), R400.40, R400.41]､ これを基

に算出された金額以上の自己資金を自己の選挙

運動のために支出する候補者に対し､ 自己資金

の使用に制限を課すこととしたのである｡

一方､ 同一選挙について同一選挙区で立候補

している他の候補者に対しては､ 受領できる寄

付の上限やその候補者が所属している政党の全

国または州委員会が行う協調支出の上限を緩和

することとした｡ そして､ これらの措置を実施

するため､ 候補者本人とその主たる選挙運動委

員会に対して一定の報告義務を課している [L

441a(i), L441a-1]｡

この報告義務とは､ 候補者となった日から15

日以内に行う届出において､ 各選挙区ごとに設

定される基準額を上回って自己資金から自己の

選挙運動のために支出する旨を記載した候補者

本人が行う届出と､ その候補者の主たる選挙運

動委員会が行う定例・随時の通知である [L441

a(i), L441a-1]｡ (なお､ 主たる選挙運動委員会

が行う通知については､ Ⅱ２(2)で詳述する｡)

２ 政治委員会の活動

� 定期の報告

政治委員会は､ 手元資金と収支の状況､ 同一

の者から暦年で総額200ドルを超えて受領した

寄付と支出の明細､ その他の事項について定期

的に報告しなくてはならない [L434(a),(b)]｡

総額200ドルを超える寄付の明細とは､ 受領

日､ 金額とともに､ 寄付者の氏名・住所､ 寄付

が充当される活動の対象となる選挙の種別､ そ

の寄付者から受領した寄付の総額を指し [L434

(b)(3)]､ 寄付者が個人の場合は､ さらに勤務

先と職業(２) を加える [L434(b)(5)(A), R104.

8(a)]｡

なお､ 総額が50ドルを超えるが200ドル以下

の寄付は､ 報告書に明細を記さなくともよいが､

受領日､ 金額､ 寄付者の氏名・住所を会計帳簿

に記録することが規則に定められており [R

102.9(a)(1)]､ 50ドル以下の寄付についても同

様に処理することが推奨されている [勧告的意

見(３) 1980-99, 1981-48]｡

また､ 政治委員会の設立時に手元資金があっ

た場合､ 政治委員会を設立した際に行う届出の

後最初に行う報告書では､ この旨も記載する

[R104.12]｡

これらに加え､ 連邦と非連邦のいずれの選挙

にも関連する活動を行う政党委員会と PACは､

以下のいずれかの方法によって会計処理を行う

ことが定められ､ これらの口座に関して一定事

項を報告する義務が課されている｡ すなわち､

①連邦選挙運動と非連邦選挙運動の各々に対応

した口座を設け､ それぞれの運動に関する支出

を対応する口座から行う､ ②連邦選挙運動に関

する口座のみを設け､ いずれの支出もこの口座

から行うといういずれかの方法である｡ この報

告義務は､ ソフトマネーの動向を一定程度把握

するために課され､ 2002年改正法によってさら

に強化されている(４) [L434(e)]｡

なお､ 報告の対象期間は､ 定期 (毎月､ 毎四

半期または毎半期) を原則としており､ それは､

政治委員会の種別によって､ また､ 選挙が実施

される年 (以下､ ｢選挙年｣ という｡) か否かによっ

て異なる｡

この報告対象期間には､ 投票日前後に別途対

象期間が設定される例外がある｡ この場合､ 対

象期間が重複しないように定期の対象期間が調

整される｡ たとえば､ 12月１日に下院議員選挙

があった場合､ 下院議員候補者の主たる選挙運

動委員会について10月1日から12月31日が対象

期間となるところ､ 10月１日から11月11日 (投

票日20日前)､ 11月12日から12月21日 (投票日20

日後)､ 12月22日から12月31日までを報告対象

期間とする｡

以下では､ 政治委員会種別ごとの報告対象期

間の原則のみを詳述するので､ 投票日前後の例

外を含めた詳細については【表１】参照された

い｡

○連邦議会議員候補者の主たる選挙運動委員会
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【表１】 報告対象期間と提出期限一覧

○連邦議会議員候補者の主たる選挙運動委員会 [L434(a)(2)]

対 象 年 報告対象期間 提出期限

当該候補者の選挙年

原則､ 毎四半期
(例外について､ R104.5(a)(1)(�)(C))

期間末の翌月15日
(ただし､第４四半期については翌年１月31日)

前の報告対象期間末の翌日から予備選挙・本選挙
(決選投票がある場合は､ これも含む) の20日前まで

各選挙の12日前

現在の報告対象期間の初日から本選挙後20日後まで 本選挙の30日後

そ れ 以 外 の 年 毎四半期
期間末の翌月15日

(ただし､第４四半期については翌年１月31日)

○大統領候補者の主たる選挙運動委員会 [L434(a)(3)]

対 象 年 報告対象期間 報告対象期間 提出期限

当該候補者の選挙年

選挙年の１月１日時点で､ 総額10万ドル以上の寄付を
受領または支出した､ もしくはそれらが予想される委
員会

１月から10月の毎月 翌月の20日

11月1日から
本選挙の20日前まで

本選挙の12日前

本選挙19日前から
本選挙20日後まで

本選挙の30日後

本選挙21日後から
12月31日

翌年１月31日

上記に該当しない委員会

原則､ 毎四半期
各期末の翌月15日
(第４四半期につい
ては翌年１月31日)

前の報告対象期間末
の翌日から本選挙の
20日前まで

各選挙の12日前

前の報告対象期間末
の翌日から本選挙後
20日後まで

本選挙の30日後

そ れ 以 外 の 年

選挙年の１月１日時点で､ 総額10万ドル以上の寄付を
受領または支出した､ もしくはそれらが予想される委
員会

毎月 翌月20日

上記に該当しない委員会 毎四半期
各期末の翌月15日
(第４四半期につい
ては翌年１月31日)

○授権委員会以外の政治委員会 [L434(a)(4)]
※以下のいずれかの方式を選択 (ただし､ 全国レベルの政党委員会はＢ方式｡ [L434(a)(4)(B)])｡ また､ Ａ方式とＢ方式は､
FECに届け出ることによって､ 暦年中1回に限り変更することができる [R104.5(c)]｡

【Ａ方式】

対 象 年 報告対象期間 提出期限

選 挙 年

直近の報告対象期間末の翌日から予備選挙20日前まで 予備選挙の12日前

原則､ 第１四半期から第３四半期
(例外について､ R104.5(c)(1)(�)(C))

各期末の翌月15日

直近の報告対象期間末の翌日から本選挙20日前まで 本選挙の12日前

本選挙19日前から本選挙20日後まで 本選挙の30日後

本選挙21日後から12月31日まで 翌年１月31日

そ れ 以 外 の 年 毎半年 ７月31日, 翌年1月31日

【Ｂ方式】

対 象 年 報告対象期間 提出期限

選 挙 年

１月から10月 翌月20日

11月１日から本選挙20日前まで 本選挙の12日前

本選挙19日前から本選挙20日後まで 本選挙の30日後

本選挙21日後から12月31日 翌年１月31日

そ れ 以 外 の 年 毎 月 翌月20日

※この表は､ 連邦選挙運動法の規定をもとに筆者が作成した｡



[L434(a)(2)]

従前､ 選挙年以外の年には､ 毎半期の活動に

ついて､ 選挙年には､ 原則として毎四半期の活

動について報告することとされていた｡

この点について2002年改正法は､ 選挙年以外

の年についても毎四半期の活動について報告す

るものとし [L434(a)(2)(B)]､ また､ 選挙運

動のために支出する自己資金の規制に関連して､

その候補者の選挙年の前年の７月15日と選挙年

の１月31日に､ 予備選挙と本選挙に関する総収

入額とそれら選挙のために候補者から受領した

寄付 (候補者の自己資金) の総額を報告するも

のとした [L441a(i)(1)(E)､ R104.19]｡

○大統領候補者の主たる選挙運動委員会 [L434

(a)(3)]

大統領候補者の主たる選挙運動委員会の報告

対象期間は､ 選挙年の１月１日時点で総額100,000

ドル以上の寄付を受領もしくは支出する､ また

はそれらが予想されるか否かで区別される｡

大統領選挙年であるか否かにかかわりなく､

上の条件に該当する場合は､ 毎月の活動につい

て報告し､ 該当しない場合は､ 毎四半期の活動

について報告するものとされている｡

○授権委員会以外の政治委員会 [L434(a)(4)]

授権委員会以外の政治委員会は､ 以下のＡ方

式またはＢ方式のいずれかを選択する｡ すなわ

ち､ Ａ方式とは､ 選挙年以外の年には毎半期の

活動について､ 選挙年には毎四半期の活動につ

いて報告し､ Ｂ方式とは､ 選挙年であるか否か

にかかわりなく､ 毎月の活動について報告する

ものである｡ なお､ 選択した方式は､ FECに

届け出て暦年中１回に限り変更することができ

る [R104.5(c)]｡

この点について2002年改正法は､ 政党の全国

委員会はＢ方式によって報告することを義務づ

けた [L434(a)(4)(B)]｡ また､ ソフトマネー

への規制強化を目的に､ 政党の全国委員会は､

連邦・非連邦双方の口座について収支を､ 政党

の州・地方委員会は､ 原則として連邦選挙に関

する活動等の収支を報告することとしている

[L434(e)]｡

� 随時の報告

○届出事項の変更

政治委員会設立時に届け出た事項に変更があっ

た場合､ その政治委員会は､ 変更のあった日か

ら10日以内にその旨を届け出る [L433(c)]｡

○選挙直前の寄付

投票日20日前から48時間前の間に､ 授権委員

会のいずれかで1,000ドル以上の寄付を受領し

た場合､ 主たる選挙運動委員会は､ その受領か

ら48時間以内に､ 候補者の氏名と立候補する公

職､ 寄付者の氏名・住所・職業・勤務先 (団体

等の場合は､ 名称・所在地)､ 寄付の金額､ 受領

日を報告しなくてはならない [L434(a)(6)]｡

○独立支出

投票日20日前から24時間前の間に､ 総額1,000

ドル以上の独立支出を行った場合､ その支出か

ら24時間以内に､ 独立支出の対象とする候補者

に関する情報 (氏名､ 住所､ 立候補する公職など)

と候補者に対する立場 (当選または落選のいずれ

を目的としているか) を明確にした上で､ 支出

日､ 金額､ 独立支出を行う目的等を報告しなく

てはならない｡ [L434(c), L434(b)(6)(B)(�)]

なお､ 投票日20日前より以前に独立支出を行っ

た場合には､ 定期の報告の際に報告される [L

434(b)(6)(B)(�), R104.3(b)(1)(�)]｡

独立支出について2002年改正法は､ 報告の対

象となる行為について､ 従来､ 実際に行われた

独立支出を対象としていたところ､ 対象期間内

に独立支出を目的として行った契約を新たに加

え､ 報告対象となる範囲を拡大した[L431(17)]｡

また､ 投票日20日前より以前に行われる独立支

出については､ 総額10,000ドルを超える支出を

行ってから48時間以内の報告を義務付け､ 総額

10,000ドルを超えて以降､ さらに総額10,000ド

ルを超える支出を追加して行った時点 (つまり､

当初から累積して総額10,000ドル､ 20,000ドル､

30,000ドル…以上となった時点) での報告を義務

付けている [L434(g)(2)]｡
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○自己の選挙運動に関わる自己資金の支出

(2002年改正法による追加)

2002年改正法によると､ ①下院の場合は350,000

ドルを上回る支出額を､ ②上院の場合は､ 選挙

区ごとに設定された基準額 (以下､ 単に ｢基準

額｣ という｡) の２倍を上回る支出額を､ 自己の

選挙運動のために自己資金から支出した候補者

(以下､ ｢自己資金による候補者｣ という｡) とその

主たる選挙運動委員会は､ その基準額超過から

24時間以内にその旨を通知しなくてはならない

[L434(a)(6)(C), L441a(i)(1)(C)]｡ この通

知は､ 上院議員候補者の場合は上院事務総長に

対して､ 下院議員候補者の場合は FECに対し

て行われるほか､ 同一選挙について同一選挙区

に立候補している他の候補者とその所属政党の

全国委員会に対しても行われる [R400.21]｡

これ以後､ 新たに10,000ドルを超えて自己資金

から支出を行った場合､ そのたびごとに同様の

通知を行うものとされている [R400.22]｡ な

お､ これらの通知は､ ①自己資金による候補者

の氏名､ ②立候補する公職と選挙区､ ③直近に

行った通知以後に､ 選挙運動に関して自己資金

から行った支出額とその日付､ ④その選挙期間

中に自己の選挙運動に関連して自己資金から行っ

た支出の総額を内容とし [R400.23]､ FECに

よって定められた書式に従って､ ファクシミリ

または電子メールで行わなくてはならない [R

400.24]｡

また､ 自己資金による候補者が基準額を上回

る支出を自己資金から行ったため､ 受領できる

寄付の上限額が引き上げられるなどの資格を得

た候補者 (以下､ ｢有資格候補者｣ という｡) は､

その資格を得たときから24時間以内に､ ①FEC､

②所属政党の全国委員会､ ③その選挙区がある

州における所属政党の州委員会の三者に対して､

自己資金による候補者が支出した自己資金の総

額を通知しなくてはならない [R400.30(b)(2)]｡

一方､ 当該全国委員会・州委員会は､ その有資

格候補者のために協調支出を行った場合､ その

支出を行ったときから24時間以内に所定の通知

を行わなくてはならない [R400.30(c)(2)]｡

次いで､ 有資格候補者は､ 受領した寄付とそ

の候補者を当選させるためにする協調支出の総

額が､ 自己資金による候補者の支出した自己資

金と比較して､ 上院議員選挙の場合は110％を､

下院議員選挙の場合は100％を超えた場合､ そ

の超過から24時間以内に､ ①FEC､ ②所属政

党の全国委員会､ ③その選挙区がある州におけ

る所属政党の州委員会の三者に対して､ 所定の

通知を行わなくてはならない [R400.31(d),(e)]｡

なお､ 有資格候補者が受領できる寄付総額の

上限が引き上げられる場合､ その上限を超えて

受領した寄付は､ 投票日から50日以内に寄付者

に返還しなくてはならないが､ この返還した旨

の報告を､ 選挙後初めて行う定期の報告の際に

合わせて行うものとされている [R400.54]｡

３ 政治委員会の解散

今後､ 政治委員会として寄付の受領､ 支出､

支払いを行う意思がなく､ 未払いの負債や未履

行の義務がない政治委員会は､ 過去に報告して

いないすべての収入及び支出､ 預金残高を報告

し､ 解散することができる [L433(d)]｡

ただし､ 主たる選挙運動委員会は､ 他の授権

委員会の負債がすべて清算できるまで解散する

ことができない [R102.3(2)(b)]｡

４ 個人､ 団体等による随時の報告

個人や団体等は､ 連邦選挙運動法上､ 報告義

務を負わないのが原則であるが､ 一定の独立支

出を行った場合にのみ､ その報告義務を負う｡

まず､ 一回の支出で250ドルを超える､ また

は同一の候補者の当選または落選を目的として

暦年で総額250ドルを超える独立支出を行った

者は､ ①独立支出を行った者の氏名・住所・職

業・役職 (団体等の場合は､ 名称・所在地)､ ②

この独立支出について200ドルを超える寄付を

行った者の氏名・住所・職業・役職 (団体等の

場合は､ 名称・所在地)､ 受領日､ 金額､ ③独立

支出の支出先､ 目的､ 支出日､ 金額､ 対象とな
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る候補者と立候補している公職・選挙区､ その

候補者に対する立場 (当選または落選のいずれを

目的としているか) などを､ 250ドルを超えた最

初の報告期間の提出期限までに報告しなくては

ならない｡ また､ 同一暦年内に独立支出を追加

して行った場合は､ 報告を継続しなければなら

ない [L434(c)(1), R109.2(a)]｡

また､ 投票日20日前から24時間前の間に､ 総

額1,000ドル以上の独立支出を行った場合､ 上

記と同様の報告義務を課されていた [L434(g)

(A), R109.2(b)] が､ 2002年改正法がこれに

変更を加えていることはⅡ２(2)で既に述べた｡

なお､ 2002年改正法は､ ソフトマネー規制を

強化する目的で､ 新たに ｢選挙宣伝活動 (elec-

tioneering communication)｣ に対する報告義務

を設けている｡ 選挙宣伝活動とは､ 地上波放送､

有線・衛星放送による宣伝であって､ 明確に認

識できる程度に候補者に言及し､ ①本選挙・決

選投票・補欠選挙については投票日の60日以内

に､ ②予備選挙などについては30日以内に行わ

れたものをいう (ただし､ 大統領・副大統領選挙

以外の選挙については､ 選挙区の有権者を対象とし

たものでなくてはならない｡) [L434(f)(3)]｡

これに該当する活動を目的として､ 暦年で総

額10,000ドルを超える支出を行った個人､ 団体

等は､ その超過があったときから24時間以内に､

その活動主体と対象､ 200ドルを超える支出先

やこの支出のために1,000ドル以上の寄付を行っ

た者など､ 一定の事項について報告し､ また､

これ以降､ 総額10,000ドルを超える支出を追加

して行うごとに同様の報告を行う義務を負うこ

ととした [L434(f)(1)]｡

注� 授権委員会は､ 指名した候補者名をその名称に

含まなくてはならず､ 一方､ それ以外の政治委員

会は､ いかなる候補者の名称も含んではならない

[L432(e)(4)]｡ また､ 独立分離基金は､ その関連

組織 (connected organization) [L431(7)] の名

称を含まなければならない [L432(e)(5)]｡ これ

は､ たとえば､ ある企業が独立分離基金を設立し

た場合､ その名称には設立母体となる企業の名称

を含まなくてはならないことを意味する｡

� 企業が行う寄付に関する動向を把握しようとす

る場合､ 寄付者の勤務先と職業を重要な手がかり

として､ これを寄付者の勤務先企業が行う寄付と

して扱うのが一般的である｡ この例として､ "The

Center for Responsive Politics" が採用する分析

方法を参照｡ <http://www.opensecrets.org/ind

ustries/methodology.asp> (last access:2003.3.1)

� 勧告的意見 (Advisory Opinion) とは､ 連邦

選挙運動法の特定かつ実際に起こった状況に対す

る適用に関する疑義に対して､ 連邦選挙運動法に

基づいて FECが発する公式の回答である｡ この

回答は FECによる法令の有権的解釈であり､ こ

れに従った場合は一定の法的保護が与えられる｡

[437f(c)]

� 口座の設置について R102.5(a) を､ それらに関

する報告義務について R106.5を参照｡ なお､ 三枝

一雄 ｢アメリカ連邦選挙委員会制度について (二)｣

『選挙』 49巻８号, 1996.8, p.32. に簡潔な解説が

ある｡

Ⅲ 選挙運動資金に関する情報公開の方法

１ 情報公開の現状

FECは､ 連邦選挙運動法の執行機能を担う

独立の行政委員会であることは既に言及したが､

その主な責務の一つは､ 選挙運動資金に関する

報告書類 (場合によっては加工を加えたもの､

または分析を行った成果) を一般に公表するこ

とである (L438(a)を参照｡)｡ このような FEC

の活動によって蓄積された選挙運動資金に関す

る情報は､ FEC庁舎の内外で利用することが

できる｡

FEC庁舎内の利用については､ FEC公開部

(Public Disclosure Division) 内の組織である公

開記録室 (Public Records Office) が担当して

いる(１)｡ そこでは､ 備え付けのパソコンを利

用して､ 25種類以上の索引を利用した検索や､

イメージ画像による報告書類の閲覧が可能であ
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り､ マイクロフィルムやイメージ画像などを複

写し､ ファイリングシステムを利用して保管さ

れている報告書類の原本を閲覧することもでき

る｡

なお､ 複写料金は規則によって定められ､ た

とえばコピー機による複写は１ページあたり５

セント､ マイクロフィルムからの複写は１ペー

ジあたり15セントとなっており [R5.6]､ その

支払いには､ 現金のほか､ クレジットカードや

小切手なども利用できる(２)｡

ところで､ 選挙運動資金に関する情報は､

FEC庁舎へ出向くことなく利用することもで

きる｡

まず､ 電話 (フリーダイヤル) や郵便､ ファッ

クスによって､ FECが保管している報告書類

の複写を請求できる｡

また､ FECが管理する選挙運動資金に関す

るデータベースは､ モデムを通じて直接アクセ

スし､ 利用することができる｡ このサービスは

｢ダイレクト・アクセス・プログラム (Direct

Access Program)｣ と呼ばれ､ １時間あたり20

ドルの料金を負担することで利用できるが､

2001年度以降､ このサービスは､ インターネット

を通じた情報提供への転換が進められている(３)｡

なお､ 一部の州の庁舎内からは､ ｢州アクセス・

プログラム (State Access Program)｣ と呼ば

れるサービスにより､ FECが管理するデータ

ベースを利用することができる(４)｡

これに加え､ 選挙運動資金に関するデータの

検索やダウンロードなどのサービスは､ FEC

のウェブサイトを通じて行うことができるが､

詳細についてはⅣで言及する｡

２ 情報公開の今後

これまでに述べたように､ FECが管理する

選挙運動資金に関する情報は既にさまざまな方

法で利用できるが､ 2002年改正法は､ ①さらに

迅速な公開､ ②インターネットを通じた公開を

さらに推進することを求めている｡

迅速な公開については､ 既に2002年改正前の

連邦選挙運動法が､ 電子文書で提出された報告

書類を､ 受領から24時間以内に FECのウェブ

サイト上で公開し､ 紙文書で提出された報告書

類を､ 受領から48時間以内に閲覧に供し､ 複写

が可能な状態におくことを､ FECに義務付け

ていたところである｡

これに対して2002年改正法は､ さらに迅速な

公開の強化を求めており､ 報告書類の受領から

48時間以内 (電子文書による提出の場合は24時間

以内) に FECのウェブサイト上で公開するこ

とを FECに義務付けている [L434(a)(11)(B)]｡

加えて同法は､ インターネットを通じた情報

公開の重視が明確に示し､ FECに提出される

報告書類や選挙に関する統計など､ 選挙運動資

金の情報にとどまらない選挙に関する包括的な

情報の公開を目的としたウェブサイトの設置を

FECに義務付けている [L438a]｡

このように FECの機能強化に対する要求が

強まる一方で､ 連邦政府の財政難を理由に､ 人

員・予算とも合理化が求められている｡ このた

め､ FECは､ 受領する報告書類の処理手順見

直しやＩＴの積極的導入によって､ 業務の合理

化と人件費の削減を図り､ 高度な要求に応えよ

うとしている｡ その基本方針は､ 高度な情報通

信技術を駆使した自動処理の積極的導入であり､

それは報告書類の受領からFEC内部の処理､

外部への提供に至るすべての過程で推進されて

いる｡ 以下では､ このような FECの具体的取

組みを紹介する｡

なお､ FECの全職員数と総予算額は､ 2002

年度で362名､ 4,368万9,000ドルであったが(５)､

2003年度予算要求書によると､ FECが掲げる

４つの中核事業 (①情報公開の推進､ ②連邦選挙

運動法の遵守確保､ ③大統領選挙に関する公的助成

制度の運営､ ④選挙管理) と２つの FEC運営業

務 (⑤ＩＴ導入・電子文書による提出の推進､ ⑥

FECの運営) のうち､ 選挙運動資金に関する情

報公開は①､ ⑤に関係するところ､ これらに割

り当てられる人員・予算は､ ①に対して､ 人員

107名､ 予算848万2,189ドル (うち､ 人件費は709
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万9,380ドル)､ ⑤に対して､ 人員13.5名､ 予算

512万200ドル (うち､ 人件費は105万3,200ドル)

であった(６)｡

�� 電子文書による提出の推進

既に FECは､ 提出された報告書類をデータ

ベース化し一般に公開しているところであるが､

従来それらは紙文書によって提出されていたた

め､ それらを手作業で入力し直す､ または光ディ

スクに取り込む必要があった｡ 現在､ これらの

作業を合理化するため､ 電子文書での報告書作

成・提出を推進しており､ 具体的には､ ①電子

文書による提出の一部義務化､ ②報告義務者の

負担軽減の両政策を柱に進められている｡

� 電子文書による提出 (Electronic Filing)

制度の創設

1995年12月､ 連邦選挙運動法が義務付ける報

告書類を､ 従来どおり紙文書で提出する方法に

加え､ 報告義務者の選択により､ 電子文書で提

出する方法を認める法律が成立した(７)｡ これ

を受けて FECは､ 1997年１月にフロッピーディ

スクによる提出制度を､ 1998年にモデムによる

通信やインターネットを利用した提出制度を導

入している｡ また､ 2000年10月には､ 投票日20

日目から48時間前に1,000ドル以上の寄付を受

領した場合に課される､ 受領から48時間以内に

行うべき報告について､ FECウェブサイト上

で直接必要事項を記入・登録することによって､

所定の報告書の提出に代えることができる

"On-Line Filing" を導入している｡

1999年９月には､ 暦年で5万ドルを超える寄

付を受領もしくは支出する､ またはこれらが予

想される政治委員会 (ただし､ 上院議員候補者に

関わる政治委員会と各政党の上院選挙委員会を除く

(８)) に対して､ 2001年１月以降､ 電子文書に

よる提出を義務付ける法律が成立した(９)｡ こ

れらの立法措置により､ 電子文書によって提出

する政治委員会は､ 1998年４月に50､ 2000年に

1,033､ 2001年７月には2,898へと増加しており､

2001年７月時点の実績は､ FECを提出先とす

る政治委員会の約94％に達するという(10)｡

� 電子文書による提出に必要なソフトウェ

アの開発と提供

1997年､ FECは電子文書による報告書類の

提出に必要な機能を備えたソフトウェアとして

"FECFile" を公開し､ その無償提供を開始し

た｡ その後の機能拡張を経て､ 2003年３月現在

は第５版がウェブサイトでダウンロードできる｡

また､ 1998年11月には､ 電子文書による提出に

対応したソフトウェア２種を外部システム開発

会社と共同で開発､ 公開している(11)｡ 現在､

多くの民間企業によって多様なソフトウェア､

ソリューションが提供されており､ それら民間

企業の便宜のために､ FECウェブサイト上で

報告書類の書式が公開されている｡

このほか､ 紙文書による提出から電子文書に

よる提出への移行を推進する目的で､ 電子文書

による提出に関する講習会を開催し､ そこで

"FECFile" を紹介するなどしている｡

なお､ 2002年改正法は､ 報告書の作成・提出

時に報告義務者が利用し､ FECが報告書の受

理後速やかにそれらを公表することができるソ

フトウェアの仕様を公表し､ その仕様に沿った

ソフトウェアを報告義務者に提供することを､

また､ 報告義務者に対しては､ そのようなソフ

トウェアが提供された場合にその利用を義務付

けている [L434(a)(12)]｡ これらの措置によ

り､ ウェブサイト上でのより迅速な公開に向け

た条件整備を図っている｡

� 選挙資金に関する記録の維持､ 報告書の

作成の簡素化

この点について､ まず､ 授権委員会に関し､

報告対象期間を､ 暦年から選挙年へと変更する

ことが行われている｡ これは､ 連邦選挙運動法

の1999年改正(12)による変更で､ 2001年１月か

ら施行されており､ 寄付の上限などの制限が選

挙期間を基準に行われている一方で､ 収支報告

が暦年を基準に行われていることに伴う事務処

理の煩雑さを解消する措置である｡

また､ 従来､ 選挙運動を行う政治委員会､ 個
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人､ 団体等は､ その選挙運動によって当選また

は落選を目論む候補者の選挙区がある州に対し

て､ その候補者に関する報告書の写しを提出す

る義務がある [L439(a)] が､ 報告義務者の負

担を軽減する目的で､ この義務を免除する ｢州

への提出義務免除制度 (State Filing Waiver

Program)｣ が1995年改正(13) によって設けられ

た｡ これは､ ①FECウェブサイトに接続でき

る１台以上のコンピューターとそれに接続され

たプリンターが1台以上ある､ ②開庁時間内で

あれば､ コンピューターを利用することによっ

て､ 誰でも選挙資金に関するデータを入手でき

るという２つの条件を満たす州では､ 報告義務

者に課せられた報告書類の写しの提出義務が免

除される制度である [L439(c)]｡ 2002年10月

現在､ 51の州・地域に適用されており､ 適用さ

れていないのは､ モンタナ州､ グアム､ プエル

ト・リコのみである(14)｡

�� ＩＴの積極的導入

FECは､ 庁内業務全般にＩＴを積極的に導

入し､ 業務の合理化を図っている｡ FECが受

領した報告書類の処理過程に関しても同様の措

置が採られているが､ 関連する主な事業・計画

は以下のとおりである｡

� 報告書類に関するデータベースの構築

FECは､ 提出された報告書類を画像やデー

タの形式でデータベース化しているが､ 新たに

提出される報告書類は以下の手順で処理されて

いる｡ なお､ これまでに提出された報告書類に

ついては､ 過去に蓄積された報告書類のイメー

ジ画像やデータを現在のシステムに移行し､ ま

た､ データを遡及入力するなどの作業を FEC

が行っている｡

○FECに対して電子文書による提出が義務付

けられている政治委員会等

政治委員会等によって提出された報告書類は､

自動的に処理され､ 24時間以内にウェブサイト

に掲載される｡

○FECに対して提出するが､ それを電子文書

で行う義務がない政治委員会等

これらのデータは現在手作業でコンピューター

に入力されているが､ 将来的には OCR (光学

式文字認識) を利用し､ 自動的に処理すること

を目指している｡

○上院議員候補者に関わる政治委員会と各政党

の上院選挙委員会

2000年９月以降､ これらが提出したすべての

報告書類について､ 上院事務総長がそのイメー

ジ画像を作成し､ これを FECに送付するとい

う処理手順が実施されている｡ これにより､ 報

告書類のイメージ画像は､ FECウェブサイト

上などで速やかに利用できる｡ なお､ 報告書類

に記入されている個々のデータは､ 現在手作業

で入力されているが､ 将来的に OCRを利用し

た自動処理を行う計画である｡

� OCRの導入と報告書類の様式の改訂

FECは､ 紙文書で提出される報告書類の自

動処理を目的に､ 近い将来に OCRを採用する

ことを見据え､ 報告書類の書式を改訂した｡

2001年までに利用頻度の高い７種について改訂

が完了し､ 未改訂分の改訂を順次行う予定であ

る｡ なお､ OCRの採用によって､ 電子文書に

よる提出義務を免除されている政治委員会等が

紙文書で提出する報告書類を､ 迅速に処理する

ことができると見込まれている｡

� ポータル開発計画 (Portal Development

Project)

これは､ FECによる次期情報公開システム

開発計画であり､ FECが管理するデータベー

スを､ より使いやすい操作によって､ より利用

者のニーズに合った検索を実現することを目標

としている｡

具体的には､ FECウェブサイト上で､ 利用

者の希望するデータベースの検索や情報の入手

を簡便に実現するために､ 利用者自らが適当な

条件や環境の設定を行い､ これを保存すること

によって､ その後も同じ条件・環境での利用が

可能になるとされている｡ この機能によって､

たとえば､ ある特定の政治委員会の報告書を継
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続的に閲覧し､ 新たに制定された法令について

の情報を得､ ある特定の者の寄付を定期的に検

索することが､ FECウェブサイトにアクセス

するたびに改めて条件や環境を設定することな

く可能になるとしている｡ この計画は､ 2006年

度に完了するものとして構想されている｡

なお､ この計画は､ 庁内の別のＩＴ導入計画

と結び付けることで､ 庁内業務の合理化にも資

すると位置付けられている｡

注� FEC の組織については､ Federal Election

Commission, Annual Report 2001 (Washington:

Federal Election Commission, 2002), 43. の組

織図､ 45-48. の各組織の解説を参照｡

� 1996年11月からクレジットカードの取扱いが開

始され､ コストや事務処理量の低減が図られたと

評価されている｡ これについて､ Federal Election

Commission, Annual Report 1996 (Washington:

Federal Election Commission,1997) 第１章を参

照｡

� Federal Election Commission, Federal Elec-

tion Commission Budget Request Justification

for FY 2003 (2001), 35.

� 2003年２月末現在､ 33の州・地域で利用できる｡

これについて､ 以下のウェブページを参照｡ <htt

p://www.fec.gov/pubrec/access.htm> (last ac-

cess:2003.3.1)

� Federal Election Commission, Annual Re-

port 2001 (Washington: Federal Election Com-

mission, 2002), 28.

� Federal Election Commission, Federal Elec-

tion Commission Budget Request Justification

for FY 2003 (2001), 20. 以下を参照｡

� Pub.L.104-79, §§1(a),(b),2,3(a) to (c), Dec.

28, 1995, 109 Stat.791

� これらの政治委員会は､ 上院事務総長あてに報

告書類を提出し､ その写しが FECに送付される｡

ただし､ これらの政治委員会が自発的に､ FECに

対して報告書類を電子文書で提出することは､ 迅

速な公開に資するとして FEC が推奨している

(ただし､ この報告書類は非公式な写しとして取り

扱われる｡)｡

	 Pub.L.106-58, TitleⅥ,§§639(a), 641(a), Sept.

29, 1999, 113 Stat. 476, 477


 Federal Election Commission, Annual Re-

port 2001, 3.

� Pub.L.106-58

� Federal Election Commission, Annual Re-

port 1998 (Washington:FEC, 1999), 7.


 Pub.L.104-79

� これについて､ 以下のウェブページを参照｡ <h

ttp://www.fec.gov/pages/statefiling.htm>(last

access:2003.3.1)

Ⅳ 連邦選挙委員会ウェブサイトを

通じた情報提供

FECウェブサイトは､ ①FECの概要とその

活動に関する情報､ ②報告書類のデータの利用・

検索､ ③選挙運動に関する手引き､ ④有権者登

録や投票の案内､ ⑤選挙制度と選挙結果のデー

タが提供されるように構成されており､ サイト

マップを参照すると､ 実際のメニューは７つの

大項目に分類され､ 利用者の便宜を図っている

(【表２】参照)｡ 選挙運動資金の公開に関する

情報は､ このメニューのうち ｢選挙運動資金に

関する報告書とデータ (Campaign Finance Re-

ports and Data)｣ で提供されており､ データ

の検索とダウンロードの２つのサービスが利用

できる｡

なお､ 最近､ FECウェブサイト上に､ 新た

に情報提供のウェブページが開設された｡ ここ

では､ 従来ウェブサイトからは利用できず､ ダ

イレクト・アクセス・プログラムなどのサービ

スを通じてしか利用できなかったデータベース

がすべて利用できるとされており､ 2003年２月

末現在､ その一部が提供されているのみである

が､ 最終的に､ 過去25年間の選挙運動資金に関

するデータの検索や選挙結果などに関するデー

タの利用が可能になるという(１)｡
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【表２】 連邦選挙委員会ホームページのサイトマップ (2003.3.1現在)

第１階層 第２階層 備 考

About the FEC
FECの概要【注１】

Employment Opportunities
職員の募集

FEC Mission and History
FECの活動と歴史

FEC と連邦選挙運動法の概要､ ｢FEC20年史｣ (1995
年発行)､ 年次報告書 (1996年～)

FEC Offices
FEC に関する用語解説

Working with the FEC
FECとの契約を希望する企業への案内

FEC Budget
FEC の予算

予算案 (2001年～)､ FECの予算案作成手続の概要

FEC Service
FEC の業務【注２】

Automated Faxline
ファクシミリによる情報提供利用案内

Combined Federal/State Disclosure and Elec-
tion Directory
選挙運動資金・候補者への投票などに関する､
連邦・州の問い合わせ先一覧

Direct Access Program
ダイレクトアクセスプログラムについて

Electronic Filing
電子文書による提出について

電子文書による提出の義務に関する規則案､ 電子文書
による提出の義務化について､ Ｑ＆Ａ集､ 必要なソフ
トウェアの案内､ FEC作成ソフトウェアのダウンロー
ド､ 電子文書による提出に適合するソフトウェアの開
発ツールについて

Guide to Researching Public Records
FEC が管理する情報の利用案内

State Access Program
FECのデータベースを直接利用できる州の一覧

Campaign Finance
Reports and Data
連邦選挙運動資金に
関する報告書とデー
タ

New Data Retrieval System
新データ公開システム

1977年以来の選挙運動資金に関するデータ､ 選挙に関
する統計情報等などの検索 (ただし､ 一部のみ利用可)

Image / Query System
データの検索

連邦選挙運動資金に関するデータの検索 (３種)

2002 House and Senate Campaigns
2002年中間選挙に関する選挙運動資金収支の概
要

2002 Party Activity
2002年中間選挙に関する民主・共和両党の選挙
運動資金の概要

2000 Presidential Campaign
2000年大統領選挙に関する選挙運動資金の概要､
データ

選挙運動資金､ 公的助成に関するデータ､ 大統領選挙
に関するデータ

2000 House and Senate Campaigns
2000年連邦議会選挙に関する選挙運動資金の概要

連邦全体の概要､ 下院・上院候補者ごとの概要

Political Party Committees
2000年連邦選挙に関する民主・共和両党の選挙
運動資金の概要

Political Action Committees
2000年連邦選挙に関する PACの連邦選挙運動資
金の概要

PAC 全体の連邦選挙運動資金の概要､ 類型別 PAC
総数の変遷 (1977年～)､ PAC略称の一覧

Download Data Files from ftp.fec.gov
FEC の管理するデータのダウンロード

Reporting Forms
and Filing Infor-
mation
報告書の書式と提出
の案内

Registration and Reporting Forms
届出書・報告書の書式

届出書・報告書の書式と記入要領

Campaign Guides
選挙運動の手引き

｢企業・労働組合向け｣､ ｢候補者・政治委員会向け｣､
｢政党委員会向け｣､ ｢独立政治委員会向け｣ の４種類
と2002年改正法対応の補遺

Other Publications
その他の FECの刊行物

機関誌 Record､ 年次報告書 (1996年～)､ パンフレッ
ト､ 各州の選挙資金に関する規制一覧 (Campaign
Finance Law シリーズの要約)

Reporting Dates
報告書提出期限などの日程

報告書提出期限や提出先などについての案内､ 報告書
提出義務免除措置の適用州一覧

Electronic Filing
電子文書による提出について

(既出)



１ 選挙運動資金に関するデータの検索

� イメージ画像化済み報告書類の検索 (Fi-

nancial Reports)

比較的最近に提出された報告書類は､ イメー

ジ画像化の作業を経てデータベース化されてい

るが､ ここではこれらイメージ画像化された報

告書類を検索することができる｡ 検索対象とな

るのは､ ①1993年以降の大統領選挙委員会､

PAC､ 政党委員会､ その他の政治委員会の報

告書､ ②1996年５月以降の下院議員候補者に関

する政治委員会の報告書､ ③2000年５月以降の

上院議員候補者に関する政治委員会の報告書で

ある｡

この検索は､ 該当する政治委員会を特定し､

その政治委員会に関する報告書を表示すること

を基本機能とする｡

検索方法には､ ｢候補者名または政治委員会

名｣ をキーワードにする簡易検索と､ この他､

｢会計責任者｣ や ｢所在地 (市)｣､ ｢所属政党｣

など８種類の条件を指定できる詳細検索があり､

検索結果は､ 該当する政治委員会の一覧として
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第１階層 第２階層 備 考

Campaign Finance
Law Resources
選挙運動資金関連法
令に関する資料

Legal Documents
法令集など

連邦選挙関係法令集 (2002年２月現在)､ 委員会規則
集・規則案､ 勧告的意見集 (1977年～)､ 2002年度の
FEC からの立法勧告､ FEC の政策に関する通知 (規
則案と意見の募集､ 提出された意見一覧､ 規則案不採
択の通知)､ 候補者の旅費に関する割当に関する解釈

Publicatios
刊行物

スペイン語の FEC 刊行物､ 選挙運動の手引き､ 連邦
選挙運動法関係判例集(1976年～2001年２月)､ 機関誌､
年次報告書､ パンフレット､ 各州選挙関係法令一覧

Educational Outreach
連邦選挙運動法に関する問い合わせ､ 教育・研
修制度の紹介

Commission Meetings/Pending Advisory Op-
inions
委員会会議と未回答の勧告的意見請求

委員会の議案と議事録､ 未処理の勧告的意見の請求一
覧､ 会議公開法 (サンシャイン法) に基づく会議の告
知

FEC Budget
FEC の予算

予算案 (2001年～)､ FECの予算案作成手続の概要

Elections and Vot-
ing
選挙と投票について

Primary Elections and Caucuses
予備選挙と党員集会について

2000年・2002年連邦選挙の各州の日程､ 2000年連邦選
挙の各州の予備選挙に関する情報一覧 (登録の要否､
方式など)､ 2000年大統領選挙予備選挙の各州結果一
覧

Recent Election Results
最近の連邦選挙結果一覧

FEC刊行 FEDERAL ELECTIONS シリーズの内容
(1996, 1998, 2000年分)

Frequently Asked Questions
Ｑ＆Ａ集

選挙行政部 (Office of Election Administration)の
所管事項に関する解説､ 投票日､ 投票手続に関する
Q&A集､ 不在者投票に関するQ&A集

Registering to Vote
選挙人登録について

郵便による選挙人登録等の様式と利用ガイド､ 選挙人
登録場所の案内､ 郵便利用の選挙人登録に関するQ&
A集､ 各州の選挙人登録要件・期限の一覧

Voter Registration and Turnout Statistics
有権者登録と投票率の統計

The Electoral College
大統領選挙人団について

大統領選挙人に関する解説､ 大統領選挙人の各州割当
数変遷､ 大統領選挙人団に関する解説､ 大統領選挙人
団ホームページへのリンク

The U.S. Federal Election System
連邦選挙制度について

The Administrative Structure of U.S. Elections
連邦選挙の運営体制について

News Release
プレスリリース

※このサイトマップは､ FECホームページのサイトマップ <http://www.fec.gov/sitemap.html> をもとにして筆者が作成した｡
なお､ サイトマップ上の第１階層からリンクされたページの最上階層を第２階層とした｡ それ以下に階層がある場合は､ その
リンク先のページの概要を備考欄に記述した｡
【注１】この第２階層には､ これらの他､ FECの主要な組織に関する解説がある｡
【注２】この第２階層には､ これらの他､ 情報自由法に基づく情報公開請求について､ 選挙運動資金規制立法に関する照会先の

案内､ FEC 所管外の選挙に関するテーマを扱う諸機関の紹介､ 連邦選挙資金に関する報告書が利用可能な州機関一覧が
ある｡



表示される｡ この一覧から政治委員会を選択す

ることで､ 政治委員会名､ 所在地､ 会計責任者､

政治委員会の種類などの情報とともに､ 提出さ

れた報告書が提出年ごとにまとめられて表示さ

れ､ それぞれを画像ファイルまたは PDFファ

イルで表示することができる｡

� 電子文書で提出された報告書の検索 (Elec-

tronic Filing Report Retrieval)

ここでは､ FECに対して電子文書で提出さ

れた報告書を検索することができ､ FECに対

して報告書を電子文書で提出している政治委員

会のみを対象としている｡

この検索は､ 指定した条件に該当する政治委

員会の報告書を表示することを基本機能とする｡

実際には､ ｢候補者名または政治委員会名｣､

｢所在地 (州)｣､ ｢所属政党｣､ ｢政治委員会の種

類｣､ ｢報告書の種類｣､ ｢報告書提出日｣ など最

大７つの条件を指定して行い､ その結果は､ 該

当する報告書が政治委員会ごとにまとめられて

一覧で表示され､ 各々の報告書が表示されるほ

か､ データベースソフトや表計算ソフトで利用

可能なファイル形式でダウンロードできる｡

なお､ 検索結果として表示された一覧の政治

委員会名は､ その政治委員会が提出した報告書

一覧へリンクされ､ これらは直近に提出された

ものから提出日を基準に降順でまとめられて表

示される｡

� 選挙運動資金に関するデータの総合検索

(Search Campaign Finance Data)

ここでは､ 以下の３つの方法により､ 1997年

から1998年選挙期間以降について､ 候補者また

は政治委員会の収支概要に関する報告書のデー

タを検索できる｡

�� 候補者､ 政治委員会からの検索 (Candi-

date and PAC/Party Summaries)

ここでは､ 1999年から2000年､ 2001年から

2002年の両選挙期間について､ 授権委員会､

PAC､ 政党委員会､ その他の政治委員会の収

支概要を検索することができる｡

これは､ ｢政治委員会名｣､ ｢所在地 (州) ま

たは選挙区のある州｣､ ｢立候補する公職｣ など

最大７つの条件によって政治委員会を特定し､

指定する選挙期間における当該政治委員会の収

支概要を表示することを基本機能とする｡

検索結果は､ 州ごとにまとめられた政治委員

会が､ 当該期間における収入､ 支出､ 手元資金､

負債とともに一覧で表示され､ 表示された政治

委員会名は､ その政治委員会の期間における収

支概要にリンクしている｡ また､ 州名は､ その

州に関連する政治委員会の一覧にリンクし､ そ

れら政治委員会名は､ 各々の収支概要にリンク

している｡

政治委員会の収支概要に表示されている ｢個

人からの寄付｣､ ｢他の政治委員会からの寄付｣､

｢他の政治委員会への寄付｣ は､ 期間中にそれ

ぞれに該当する個人または政治委員会の一覧へ

リンクしている｡ また､ 候補者に関係する政治

委員会の場合､ 収支概要とともに､ 主たる選挙

運動委員会や授権委員会の一覧が表示され､ 各々

の政治委員会の詳細を表示するページへリンク

している｡

�� 寄付者からの検索 (Individual Search)

これは､ ｢寄付者氏名｣､ ｢寄付者の住所｣､

｢郵便番号｣､ ｢勤務先・職業｣､ ｢寄付の金額

(総額ではないことに注意)｣､ ｢日付｣ など最大７

つの条件による検索で個人を特定し､ 寄付のあ

て先となる候補者 (経由した政治委員会)､ 受領

日､ 金額を表示することを基本機能とする｡ な

お､ この検索は､ 暦年中に総額200ドルを超え

る寄付を行った者を対象としている｡

検索結果は､ 氏名､ 住所､ 勤務先・職業によっ

て寄付者が特定され(２)､ 寄付者ごとに一覧で

示される｡ なお､ 寄付先となっている候補者名・

政治委員会名は､ 各々の詳細を表示するページ

にリンクしている｡ また､ 各々の寄付に関する

報告書のイメージ画像を表示することができる｡
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�� 政治委員会からの検索 (Committee

Search)

これは､ ｢政治委員会名｣､ ｢所在地｣､ ｢郵便

番号｣､ ｢会計責任者｣､ ｢所属政党｣､ ｢政治委員

会の種類｣ など最大８つの条件による検索で政

治委員会を特定し､ その政治委員会の会計責任

者や所在地､ 政治委員会の種別などの情報を表

示することを基本機能とする｡

検索結果は､ 政治委員会の所在地､ 会計責任

者､ 種類などとともに政治委員会名の順に一覧

で表示される｡ 政治委員会名は､ その政治委員

会の情報を表示するページにリンクしている｡

政治委員会の情報を表示するページは､ ①こ

の政治委員会に対して寄付を行った政治委員会

の名称､ 金額､ 寄付の受領日､ ②この政治委員

会に対して行われた寄付､ 協調支出または独立

支出について､ これらを行った個人の氏名また

は政治委員会もしくは団体等の名称､ 金額､ 寄

付の受領日または支出日､ ③この政治委員会に

対して寄付を行った個人の氏名・住所・職業・

役職､ 金額､ 寄付の受領日を一覧で表示するペー

ジへリンクしている｡

�� 候補者からの検索 (Candidate Search)

これは､ ｢候補者氏名｣､ ｢住所 (州または市)｣､

｢郵便番号｣､ ｢所属政党｣ など最大６つの条件

による検索で候補者を特定し､ その候補者の会

計責任者や所在地､ 政治委員会の種別などの情

報を表示することを基本機能とする｡

検索結果は､ 候補者の住所､ 立候補する公職､

選挙区のある州､ 選挙区､ 所属政党とともに候

補者氏名の順に一覧で表示され､ 候補者氏名は､

その候補者の情報を表示するページにリンクし

ている｡

候補者の情報を表示するページは､ 主たる選

挙運動委員会を表示するほか､ ①この候補者の

授権委員会が行った寄付のあて先､ 金額､ 支出

日､ ②この候補者に対して支出を行った政治委

員会の名称､ 金額とその支出日 (落選を目的と

した独立支出､ 協調支出､ 当選を目的とした独立支

出､ 主たる選挙運動委員会に対する寄付､ 授権委員

会に対する寄付の５つに分類して表示)､ ③この候

補者に対して関連委員会を通じて寄付を行った

個人の氏名・職業・勤務先､ 金額､ 受領日を一

覧で表示するページへリンクしている｡

このうち､ ①では､ 主たる選挙運動委員会と

その他の授権委員会がすべて表示される｡ また､

③では､ 寄付者氏名は､ これまで行った寄付の

一覧を表示するページへリンクしている｡ ここ

では､ 寄付者の住所とともに､ 候補者の関連委

員会を通じて候補者に対してこれまでに行った

寄付の一覧と総額が表示される (ただし､ 住所

や勤務先・職業が異なる場合､ 氏名が同一でも別の

者として扱われる｡ これに関し L431(13)を参照｡)｡

２ 選挙運動資金に関するデータのダウンロード

FECウェブサイトは､ 選挙運動資金に関す

る詳細な調査・研究の用に供するために､ さま

ざまなデータを､ データベースソフトや表計算

ソフトで利用可能なファイル形式で提供してい

る｡ これらのデータは､ 各種政治委員会の収支

状況や､ 寄付者や各種政治委員会との間で行う

資金移動を把握することを可能とし､ 選挙運動

資金全体の動向を把握するために不可欠である

と評価されている｡

なお､ 以下で紹介するほか､ 直近の大統領選

挙予備選挙について公的助成を受けた候補者(３)

について､ それを受領するために必要な寄付を

行った全寄付者を記録したファイルなどが候補

者ごとにダウンロードすることができる｡

� 概要データ (Summarized Files for Current

and Past Election Cycles)

ここでは､ 候補者 (主たる選挙運動委員会)､

PAC､ 政党委員会について､ その候補者の所

属政党や選挙結果､ 選挙区､ また､ 期間内の収

支や他の政治委員会との間で行われた資金移動

など30以上の項目に関するデータを記録した､

概ね1991年から1992年選挙年以降についてのファ

イルがダウンロードできる｡ これは､ 固定長の
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データ群としてテキストファイルで提供され､

データベースソフトや表計算ソフトで利用する

ことができる (なお､ このファイルの利用方法は､

以下の(2)についても同様｡)｡

� 詳細データ (Detailed Files)

ここでは､ ①候補者､ 政治委員会に関する基

本情報 (氏名・名称､ 住所・所在地など)､ ②個

人からの寄付､ 政治委員会から当該候補者の主

たる選挙運動委員会への寄付､ 政治委員会間で

の資金移転に関する情報に関するデータを記録

した1993年から1994年選挙期間以降についての

ファイルがダウンロードできる｡

注� <http://www.fec.gov/finance/search_finance.

html> (last access : 2003.3.1)

� 個人や団体等を特定する方法に関しては､ L431

(13)を参照｡

� 現在掲載されているのは2000年大統領選挙の候

補者である｡ なお､ ブッシュ候補 (現大統領) は､

大統領選挙予備選挙に関する公的助成を受領しな

かったので､ この一覧には掲載されていない｡

おわりに

これまでに見てきたように､ アメリカにおけ

る選挙運動資金の情報公開制度は､ ある程度複

雑な検索やデータベース化可能なファイル形式

によるデータのダウンロードなどのサービスを

FECウェブサイト上で提供していることから

分かるように､ インターネットを通じた公開に

注力している点に特徴がある｡ 2002年改正法の

内容やポータル開発計画で提案されている事項､

FECがダイレクト・アクセス・プログラムか

らインターネットを通じた公開への転換推進を

表明していることなどから考えると､ FECは

今後､ 現在ウェブサイト上で提供されていない

遡及データの利用や､ 高度な検索や自由な検索

結果表示が可能となるウェブサイト構築を推進

し､ インターネットを通じた公開をより充実さ

せていくことは疑いなく､ その動向はわが国に

とっても大いに参考になると思われる｡

なお､ 政治腐敗防止策に関するアメリカの議

論では､ 支出や寄付の制限､ 選挙運動に対する

公的助成などは憲法違反の疑いがあるとする主

張が少なからずある(１) ことと比較して､ 徹底し

た情報公開に対する批判はほとんどなく(２)､ こ

の点からもアメリカにおける選挙運動資金の公

開がより進展していくことは確実である｡

ところで､ インターネットを通じた選挙運動

資金の公開制度が進んでいる国として､ アメリ

カのほか､ カナダが挙げられる｡ カナダ連邦選

挙庁のウェブサイト(３) では､ 1997年６月総選

挙以降すべての連邦選挙についての選挙運動資

金に関する情報を得ることができるが､ 特に検

索機能が充実しており､ 注目されることを付記

しておく｡

注� たとえば､ 共和党の Doolittle下院議員は､ 個

人や団体が選挙運動に関して行う寄付について､

これに対する連邦選挙運動法の制限は不当に厳格

であって合衆国憲法修正第１条違反であるなどと

主張し､ 1997年３月６日､ 第105議会に連邦選挙運

動法改革法案 [H.R.965] を提出している｡ この

法案は､ 寄付制限や大統領選挙運動に対する公的

助成を全部廃止する一方で､ ソフトマネーに関す

る広範な情報公開や迅速な報告など情報公開の強

化を唱えるものであった｡ これについて､ John

Doolittle, "The Case for Campaign Finance

Reform", Annelise Anderson(ed.) , Political

Money, (California: Hoover Institution Press,

2000), 307-310.

� 批判の例として､ 1974年判決のバーガー判事意

見を参照 (424 U.S. 236)｡ この意見の中で同判

事は､ 選挙運動資金に関する情報公開が政治腐敗

の防止に有益であり､ 一般論として憲法違反には

当たらないとしながらも､ 過度に少額の寄付を公

開対象とするのは憲法違反に当たるとしている｡

その理由として､ たとえば､ ある者が､ 自らの所

属する労働組合や就職している企業が支持してい

る候補者以外の候補者に対して寄付を行おうとす
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るケースにおいて､ もしこの者が実際に寄付を行っ

た場合､ 自らの氏名が寄付者として公開され､ こ

れを理由に労働組合や企業から不利益を受ける恐

れがあると考え､ 結果としてこの者は寄付を行う

ことができなくなるとし､ このようなケースは表

現の自由を保障した憲法修正一条に抵触し､ また､

政治腐敗の防止という公益はこれを正当化するこ

とはできないことなどを挙げている｡

� ＜http://www.elections.ca/>
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